
広域連携部会取組状況 

No 項 目 名 担当県 

１ 広域防災部会 広島県 

２ サイクリング部会 広島県 

３ 有害鳥獣対策部会 鳥取県 

４ 中山間地域振興部会 島根県 

５ スギ花粉症対策部会 岡山県 

６ 地域産業振興部会 山口県 

平成３０年１１月１２日 資
料
２

 



広域防災部会

連携テーマ連携テーマ連携テーマ連携テーマ これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取組取組取組取組（平成３０年度）（平成３０年度）（平成３０年度）（平成３０年度） 今後の取組（平成３０年度）今後の取組（平成３０年度）今後の取組（平成３０年度）今後の取組（平成３０年度）

大規模広域的災害発

生時の連携と調整等

ＷＧ

（岡山県・山口県）

・関西広域連合との間で、災害時相互応援協定

の運用に関する実施要領を作成（H30.5.9施行）

※島根県西部を震源とする地震（H30.4.9）及び

平成３０年７月豪雨災害発生のため、担当者会

議を相次ぎ中止

・平成３０年７月豪雨災害における取組の検証

結果の共有

・検証結果等を踏まえた支援・受援マニュアル

の見直し

・関西広域連合との協定に基づく情報の交換

（双方の共有情報の交換）

防災訓練・研修ＷＧ

（鳥取県）

・平成３０年度中国５県共同防災訓練の実施方

法などを協議（H30.6.22）

・各県が実施する防災訓練への参観（5、6月）

・平成３０年度中国５県共同防災訓練の実施

（島根県総合防災訓練と連携して実施予定）

・関西広域連合の図上訓練への参加

・各県訓練、研修への相互参観、参加

原子力災害を想定し

た連携と調整等ＷＧ

（島根県）

・島根原子力発電所の状況及び原子力防災に

関する取組状況等についての情報共有

・原子力災害時における連携体制の強化（原

子力防災ネットワークシステムの活用方法の

検討）

・島根地域原子力防災協議会に関する情報の

提供

・情報共有体制の継続
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１ 中国５県の被害状況 （出典：消防庁速報第57報 平成30年10月9日現在）

２ 応援職員の派遣状況 （各県の個別支援を除く。） ※ 平成30年9月15日現在 延べ人数。速報値であり、今後、変わることがある。

業務内容 ： 連絡調整、家屋被害認定調査、避難所運営支援、災害見舞金申請受付業務など

平成３０年７月豪雨災害について

人的被害人的被害人的被害人的被害 ※※※※５県計５県計５県計５県計 493人人人人 住家被害（棟）住家被害（棟）住家被害（棟）住家被害（棟） ※※※※５県計５県計５県計５県計 34,804棟棟棟棟

死者 行方不明者 重傷 軽傷 全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水

鳥取県 － － － － － － 3棟 7棟 54棟

島根県 － － － － 55棟 127棟 2棟 － 61棟

岡山県 61人 3人 9人 152人 4,822棟 3,081棟 1,108棟 2,921棟 6,035棟

広島県 109人 5人 49人 89人 1,085棟 3,258棟 1,996棟 3,234棟 5,603棟

山口県 3人 － 3人 10人 21棟 448棟 95棟 135棟 653棟

（合計） 173人 8人 61人 251人 5,983棟 6,914棟 3,204棟 6,297棟 12,406棟

中国地方知事会中国地方知事会中国地方知事会中国地方知事会 関西広域連合関西広域連合関西広域連合関西広域連合 総務省総務省総務省総務省 合計合計合計合計（受援県） 鳥取県 島根県 山口県
大阪府，兵庫県，和歌山県等 全国知事会，指定都市市長会等

岡山県 県 413人 － － 119人 4人 536人

市町村 150人 － － 569人 4,366人 5,085人

（小計） 563人 － － 688人 4,370人 5,621人

広島県 県 168人 81人 61人 337人 101人 748人

市町 32人 178人 238人 （独自支援を含む） 948人 4,984人 6,380人

（小計） 200人 259人 299人 1,285人 5,085人 7,128人

（合計） 763人 259人 299人 1,973人 9,455人 12,749人

- 2 -



≪目指す姿≫ 中国地方及び四国地方が国内外から何度も走りに行きたくなる魅力的なｻｲｸﾘﾝｸﾞｴﾘｱと

なっていること。

≪目指す姿の実現に向けた取組≫

１ 広域推奨ルートの検討状況

。

※上記以外にも各県をまたぐルートの調整、エリアに分けて各県のコースを推奨する手法についても

並行して進めている。

サイクリング部会

１ 広域推奨ルート・推奨エリアの選定

２ サイクリストの受入環境の整備

３ 情報発信に係る連携

ルート 主な通過地点 状況

①やまなみ・しまなみルート

（仮称）

鳥取県中部～中海～やまなみ街道～しまな

み海道

ルート選定、実証走行済

鳥取、島根、広島、愛媛４県

連携ルートの延伸に伴い延

伸する。

② 日本海・瀬戸内ルート

（仮称）

鳥取県中部～岡山県鏡野～香川県

具体の走行ルートを選定し、

今後、実証走行等の検証を

行う。

③ 日本海沿岸ルート

（仮称）

鳥取砂丘～大山～江津～益田～津和野～

萩～下関

具体の走行ルートを選定し、

今後、実証走行等の検証を

行う。
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２ 受入環境の整備

３ 情報発信に係る連携

【実績】

2018.7.1 広島クリテリウムにおいて中国５県の取組をＰＲ

【予定】

2019.2～3 全国規模のサイクリングイベントへの共同出展（中国5県）

サイクリング部会

（１） サイクリスト用の休憩場所

サイクルポート（鳥取県）、ご縁サイクルステーション（島根県）、ハ

レいろ協力店（岡山県）、サイクルオアシス（広島県）、サイクルエイ

ド（山口県）等各県で取組を進めている。

（２） 主要駅等での輪行袋の貸与等

しまなみ海道周辺のバス路線等で輪行袋貸与事業を試行中。

今後試行の状況を見ながら、主要駅の観光案内所等での貸与又

は販売を検討している。

（３）主要駅へのサイクルピットの設置 設置場所、市町等設置主体との調整が済み次第設置する。

（４） その他

中国地方のサイクリングコースをまとめたマップの作成を進めると

ともに、ウェブサイトについては、海外へのＰＲや継続性等の観点も

踏まえて、効果的なサイトの構築方法について検討を進めている。
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《《《《ニホンジカ検討会ニホンジカ検討会ニホンジカ検討会ニホンジカ検討会》》》》

（１）（１）（１）（１）中国５県ニホンジカ広域管理方針（仮称）の策定中国５県ニホンジカ広域管理方針（仮称）の策定中国５県ニホンジカ広域管理方針（仮称）の策定中国５県ニホンジカ広域管理方針（仮称）の策定((((３０年度３０年度３０年度３０年度))))

【骨子】

・ 広域的な生息状況の共有と連携体制の構築

・ 捕獲強化月間の設定

・ 生息動向を踏まえた地域別対策

・ 人材育成

（２）広域的な集中捕獲（２）広域的な集中捕獲（２）広域的な集中捕獲（２）広域的な集中捕獲の実施に向けた捕獲強化月間設定区域の拡大の実施に向けた捕獲強化月間設定区域の拡大の実施に向けた捕獲強化月間設定区域の拡大の実施に向けた捕獲強化月間設定区域の拡大

既に取り組んでいる鳥取県・岡山県に加え、今年度から山口県も参画既に取り組んでいる鳥取県・岡山県に加え、今年度から山口県も参画既に取り組んでいる鳥取県・岡山県に加え、今年度から山口県も参画既に取り組んでいる鳥取県・岡山県に加え、今年度から山口県も参画

・実施時期 １０月の１ヶ月間

・実施区域 鳥取県 ： 県境に接する１３市町の奥山地域

岡山県 ： 県境に接する９市町村の全域

山口県(新規） ： 県西部を中心とした１４市町

・捕獲頭数 集計中 （H29捕獲実績：鳥取県462頭、岡山県757頭、兵庫県140頭）

（３）（３）（３）（３）合同研修会の開催（合同研修会の開催（合同研修会の開催（合同研修会の開催（H31.2H31.2H31.2H31.2予定予定予定予定))))

・鳥取県・岡山県・兵庫県が開催する合同研修会(会場：鳥取県）の情報共有、中国各県へ参加呼びかけ

（４）生息状況の情報共有（２９年度から実施）（４）生息状況の情報共有（２９年度から実施）（４）生息状況の情報共有（２９年度から実施）（４）生息状況の情報共有（２９年度から実施）

・５県全体分布状況図を共有

ニホンジカ、カワウに係る広域連携体制の構築ニホンジカ、カワウに係る広域連携体制の構築ニホンジカ、カワウに係る広域連携体制の構築ニホンジカ、カワウに係る広域連携体制の構築

〔取組の方向〕 ①生息状況の情報共有

②捕獲、被害対策の取組状況の情報交換

③広域的な取組方針の検討

有害鳥獣対策部会

連携テーマ連携テーマ連携テーマ連携テーマ

Ｈ３０年度取組内容Ｈ３０年度取組内容Ｈ３０年度取組内容Ｈ３０年度取組内容

ニホンジカの分布状況図
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《《《《カワウ検討会カワウ検討会カワウ検討会カワウ検討会》》》》

（１）中国５県カワウ広域管理（１）中国５県カワウ広域管理（１）中国５県カワウ広域管理（１）中国５県カワウ広域管理方針方針方針方針（仮称）の策定（３０年度）（仮称）の策定（３０年度）（仮称）の策定（３０年度）（仮称）の策定（３０年度）

【骨子】

・個体群の経年観測

・被害防止強化期間の設定

・個体群管理、被害防除の取組・情報共有

・対策を進めていく上での協力体制

（２）連携した取り組み（（２）連携した取り組み（（２）連携した取り組み（（２）連携した取り組み（３０３０３０３０年度～）年度～）年度～）年度～）

・統一したモニタリングを実施し、生息動向を分析(夏期・冬季）

・環境省・島根県・鳥取県・地元市町村等によるモデル的取組として中海（萱島）で

空気銃による集中的な捕獲とモニタリングを実施(５月）

・ 各県が開催する研修会等の情報共有

(例)空気銃による試験捕獲の見学勉強会

《《《《（参考）ツキノワグマ（参考）ツキノワグマ（参考）ツキノワグマ（参考）ツキノワグマ》》》》 ※有害鳥獣対策部会としてフォローアップ

５県情報５県情報５県情報５県情報共有の共有の共有の共有の場場場場である「である「である「である「中国５県ツキノワグマ対策連絡会議中国５県ツキノワグマ対策連絡会議中国５県ツキノワグマ対策連絡会議中国５県ツキノワグマ対策連絡会議」で」で」で」で

以下以下以下以下のののの取組を実施取組を実施取組を実施取組を実施

①①①①中国５県市町村毎の捕獲中国５県市町村毎の捕獲中国５県市町村毎の捕獲中国５県市町村毎の捕獲・・・・目撃情報の目撃情報の目撃情報の目撃情報の発信発信発信発信

・29年度秋に開始した中国５県での情報共有及び市町村に対する情報発信を継続

②②②②有識者を含めて保護管理の取組状況などの意見交換有識者を含めて保護管理の取組状況などの意見交換有識者を含めて保護管理の取組状況などの意見交換有識者を含めて保護管理の取組状況などの意見交換（（（（２月２月２月２月））））

有害鳥獣対策部会 ねぐら・コロニーの分布状況（夏期・冬期）

県境のコロニーから島根・鳥取両県に飛来

- 7 -



中山間地域振興部会

１ 共同研究
（１）連携テーマ：中間支援組織と協働した地域づくり支援手法 ［提案県：島根県］
（２）目 的

中国５県内外の地域づくり⽀援に携わる⺠間の地域⽀援組織（中間⽀援組織）の実態を把握し、中間支援組織と連携
した地域づくり支援手法や中間支援組織の運営手法、中間支援組織育成に必要な条件整備を提案する。

（３）研究期間：平成30〜31年度（平成30年４⽉〜平成31年6月）
（４）進捗状況

（５）成果の普及：平成３１年６⽉頃に成果報告会を開催（於：島根県）、成果報告書の作成・配布

２ 共同事業
中国５県地域おこし協⼒隊研修会 平成30年10月20〜21日（於：広島県神石高原町）
内容：講義、視察等（別添チラシ参照）

平成３０年度事業

①中間支援組織の把握ヒアリング調査により、中国５県内の中間支援組織（各県３団体程度）について協⼒体制や運営体制などの取組事例を把握H30.6~
②市町村アンケート調査中国5県の全市町村を対象とし、自治体等と協働した地域づくり支援活動を⾏う中間⽀援組織の取組実態を把握H30.10~

③全国における先進事例
調査ヒアリング調査により、中国５県外の中間支援組織の先進的な取組を把握H30.11〜

④成果とりまとめ①〜③の調査をとりまとめ、中間支援組織について、自治体との連携・協働手法や組織の運営や支援の強化に向けた手法等を提示
平成３１年度事業計画（予定）
１ 共同研究
（１）連携テーマ：地域運営組織の持続的活動に向けた方策［提案県：山口県］
（２）目 的

地域運営組織の持続的な活動に向けて、⾃⽴的な組織・運営のあり方を中心に、現状の課題整理や先⾏事例の調査
等を⾏いながら、必要な運営体制や経営スキル、資⾦調達⼿法など、持続性向上に必要な手法や条件について検討する。

２ 共同事業
中国５県地域おこし協⼒隊研修会（予定：⿃取県、時期等は未定）
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■テーマ毎の進捗状況■テーマ毎の進捗状況■テーマ毎の進捗状況■テーマ毎の進捗状況

スギ花粉症対策部会

■連携テーマ■連携テーマ■連携テーマ■連携テーマ

①中国①中国①中国①中国地方連絡会議地方連絡会議地方連絡会議地方連絡会議の開催の開催の開催の開催

②苗木の相互融通と植替えの促進②苗木の相互融通と植替えの促進②苗木の相互融通と植替えの促進②苗木の相互融通と植替えの促進

③普及啓発活動③普及啓発活動③普及啓発活動③普及啓発活動

連携テーマ 目　標 平成29年度実績 平成30年度見込平成30年度見込平成30年度見込平成30年度見込

①

少花粉スギ普及推進中国

地方連絡会議の開催

・連絡会議の開催（年1～2回）

　課題の共有

　・苗木の安定供給体制の早期確立

　・生産技術の情報交換

　　2回開催

　課題の共有

　・苗木の安定供給体制の早期確立

　・生産技術の情報交換

　  2回開催

②

少花粉スギ苗木の相互融通

と植替えの促進

・植替えに使用する割合

  平成34年度以降　90％以上

（少花粉苗750,000本

             /全体833,000本）

　・植替えに使用する割合　3％

　　（少花粉苗19,186本

                       /全体691,429本）

　・植替えに使用する割合　６％

　　（少花粉苗35,120本

                       /全体591,000本）

③

少花粉スギ等に関する普及

啓発活動

・モデル林設置 25箇所

・リーフレットの作成、配布

　・モデル林設置　5箇所【累計25箇所】

　・リーフレットの配布

　・モデル林設置　5箇所【累計30箇所】

　・リーフレットの配布
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スギ花粉症対策部会

■植替えの促進（平成■植替えの促進（平成■植替えの促進（平成■植替えの促進（平成２９年度からの新たな２９年度からの新たな２９年度からの新たな２９年度からの新たな目標）目標）目標）目標）

中国５県トータルで植替えに使用する少花粉スギ苗木の割合を中国５県トータルで植替えに使用する少花粉スギ苗木の割合を中国５県トータルで植替えに使用する少花粉スギ苗木の割合を中国５県トータルで植替えに使用する少花粉スギ苗木の割合を

平成３４年度以降９０％以上とする。平成３４年度以降９０％以上とする。平成３４年度以降９０％以上とする。平成３４年度以降９０％以上とする。

［参考数値］平成３４年度の少花粉スギ苗木の出荷本数 ７５０，０００本

※ただし、出荷本数は今後の需給動向により随時見直す。

■中国５県トータルの■中国５県トータルの■中国５県トータルの■中国５県トータルの計画計画計画計画・実績・実績・実績・実績

中国５県少花粉スギ中国５県少花粉スギ中国５県少花粉スギ中国５県少花粉スギ苗木苗木苗木苗木によるによるによるによる植替え率・出荷本数の植替え率・出荷本数の植替え率・出荷本数の植替え率・出荷本数の計画計画計画計画・実績・実績・実績・実績

植替え率植替え率植替え率植替え率（計画、％）（計画、％）（計画、％）（計画、％） 出荷本数出荷本数出荷本数出荷本数（計画、万本）（計画、万本）（計画、万本）（計画、万本） 出荷本数出荷本数出荷本数出荷本数（実績見込、万本）（実績見込、万本）（実績見込、万本）（実績見込、万本）植替え率植替え率植替え率植替え率（実績見込、％）（実績見込、％）（実績見込、％）（実績見込、％）
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○展示会での連携

・機械要素技術展出展企業に

よる合同交流会

（Ｈ３０．６．２０［東京］）

・メタレックス２０１８への

共同（島根・山口）出展

（Ｈ３０．１１．２１～２４［バンコク］）

○商談会の共同開催

・中国ブロック合同広域商談会

（Ｈ３０．９．１３［広島］ 幹事県：広島）

○各県の商談会の相互参加

・広域取引商談会

（Ｈ３０． ６． ６［福岡］ 広島主催）

（Ｈ３０．１１．２６［広島］ 広島主催）

（Ｈ３１． ２． ７［福山］ 広島主催）

・中四国地域環境産業商談会

展示会

（Ｈ３０．１０．３１：岡山主催）

（１）ビジネスマッチング・商談会の共同実施・連携・相

互参加

取組状況取組状況取組状況取組状況

（４）海外事務所の共同利用

（３）公設試験研究機関の連携強化

地域産業振興部会

（２）研究会・研修会の共同実施・相互参加

○研究会・研修会等の相互参加

・カーテクノロジー革新研究会講演会（日程調整中 2回 広島主催）
・おかやま次世代関連技術研究会（H30.10.10ほか4回 岡山主催）
・ＢＣＰ（事業継続計画）活用セミナー（H30.11 鳥取主催）

・やまぐち医療関連成長戦略推進協議会シンポジウム（H30.7.25 山口主催）
・ものづくり企業ＩｏＴ推進セミナー（日程調整中 島根主催）

○人材交流

・公設試験研究機関研究者合同研修会

(Ｈ30.9.20～21[島根］)

※中国・四国地域合同開催

○連携会議

・公設研・産総研連携推進企画会議

(第１回：H30.10.9～10[山口］、第２・３回：調整中)

○タイにおける海外展示会（メタレックス・タイ２０１８

(11.21～24) ）へ島根県・山口県が共同出展することか

ら、これに合わせて「海外事務所の共同利用(試行)に関

する実施要領」に基づき、山口県が島根県海外事務所を

活用
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中国ブロック合同商談会や展示会出展企業交流中国ブロック合同商談会や展示会出展企業交流中国ブロック合同商談会や展示会出展企業交流中国ブロック合同商談会や展示会出展企業交流

会の継続開催会の継続開催会の継続開催会の継続開催

（１）ビジネスマッチング・商談会の共同実施・

連携・相互参加

新たな目標や課題新たな目標や課題新たな目標や課題新たな目標や課題

（４）海外事務所の共同利用

中国５県の連携による

地域産業の振興

商談会等の

共同実施

公設試の

連携強化

研修会等の

相互参加

（３）公設試験研究機関の連携強化

公設試験研究機関の人材交流公設試験研究機関の人材交流公設試験研究機関の人材交流公設試験研究機関の人材交流

（２）研究会・研修会の共同実施・相互参加

海外事務所

共同利用

相互参加可能な研究会等の情報交換促進相互参加可能な研究会等の情報交換促進相互参加可能な研究会等の情報交換促進相互参加可能な研究会等の情報交換促進

単独実施の商談会や展示会の情報交換促進単独実施の商談会や展示会の情報交換促進単独実施の商談会や展示会の情報交換促進単独実施の商談会や展示会の情報交換促進

まずまずまずまずは海外は海外は海外は海外展示会展示会展示会展示会等への共同出展での等への共同出展での等への共同出展での等への共同出展での該当該当該当該当海海海海

外外外外事務所事務所事務所事務所のののの活用活用活用活用等、可能なことから実施し、メ等、可能なことから実施し、メ等、可能なことから実施し、メ等、可能なことから実施し、メ

リット・課題（各県の海外展開方針との調整）等をリット・課題（各県の海外展開方針との調整）等をリット・課題（各県の海外展開方針との調整）等をリット・課題（各県の海外展開方針との調整）等を

整理した上で、連携の可能性について整理した上で、連携の可能性について整理した上で、連携の可能性について整理した上で、連携の可能性について検討検討検討検討

公設試験研究機関の連携会議公設試験研究機関の連携会議公設試験研究機関の連携会議公設試験研究機関の連携会議

タイにおける既存３県海外事務所の現状等を分タイにおける既存３県海外事務所の現状等を分タイにおける既存３県海外事務所の現状等を分タイにおける既存３県海外事務所の現状等を分

析し、共同化の可能性について検討析し、共同化の可能性について検討析し、共同化の可能性について検討析し、共同化の可能性について検討
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